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【自治労明石水道労働組合への回答】 

 

 

             

 

２０２４年 全国現業・公企統一闘争統一要求について（回答） 

 

 

 みだしのことについて、次のとおり回答いたします。 

 

長引く物価高騰などの影響により、市民生活はより厳しさを増し、市政に対する市

民の目が一層厳しくなる中、本市水道事業を取り巻く経営環境は、水道使用者の節水

意識の高揚や節水型水使用機器の普及などによる水需要の減少傾向が続いているこ

とに加え、大口需要者が市水道から工業用水への水源転換を行ったことによる給水量

の大幅減少や燃料高騰による電力費の増大などにより多大な費用が発生するなど、厳

しさを増しているところです。 

また、今後は明石川河川水の取水廃止に伴う水源転換や、水道施設の再整備、老朽

管路の更新等に多額の費用が見込まれるなど、過去に経験したことがない厳しい状況

を迎えています。 

このため、本市水道事業では、２０１６年度（平成２８年度）末に策定した「水道

事業経営戦略」及び２０２１年（令和３年）３月に改定した「中期経営計画」に基づ

き、水道水を将来においても安全、安心、安定かつ効率的に送り続けるための方策等

について、取り組んでいるところです。 

長期的に安定した経営基盤を構築していくために、さらなる経営の効率化が至上命

題となっており、今後とも、貴水道労働組合とは十分な協議を重ね、できることから

着実な改善を図りたいと考えています。 

 

以上のことを踏まえ、各項目について、次のとおり回答します。 

 



1 

 

１ 労働協約締結及び権利確立について 

 (1) 施設の統廃合、新・増改築や機構改革、職場体制など全ての労働条件の変更

に関することは「事前協議」とし、その「事前協議協定」を締結すること。 

 

施設の統廃合等は、管理運営に属する事項である。 

   また、労働条件に関することは、従前から「事前協議に関する協定」に基づき

事前協議を行なっているところである。 

 

 (2) 事前協議事項については組合と十分協議し、労使が合意に達するまでは一方

的に行わないこと。また合意事項については現業評議会及び公営企業評議会が

ある場合は労働協約を締結することとし、ない場合でも文書で確認すること。 

 

事前協議事項については、事案の目的についての十分な共通認識を図り、合意

に向け努力する考えである。 

また、交渉時の確認事項や合意事項については、２０１６年度（平成２８年度）

から協議のうえ、文書確認を行っているところである。 

 

 (3) 身分保障やリスク管理等の十分な議論を行ったうえで、労使合意を前提に進

めること。 

 

管理運営事項を除いた労働条件に関することは、従来から貴組合と十分協議

を行い、労働協約の要件を満たした書面の取り交わしをしており、今後もこの

方針に変わりはない。 

 

 (4) 災害時における危機管理体制の確立に努めること。とくに職員の出動基準、

労働条件や被災地への派遣など、労使合意を前提に進めること。 

 

危機管理に関する取組として、リーダー会議を設置し、「明石市新型インフル

エンザ等対策行動計画」及び「明石市水道局危機管理計画」（以下「危機管理計

画」という。）を策定するとともに、２０１７年度（平成２９年度）には、危機

管理計画を補完するものとして、「応急給水計画」及び「事業継続計画（ＢＣＰ）」

を策定している。 

危機管理体制については、引き続き、リーダー会議を活用し、災害時の人員

配置や各種計画の統合調整等について、より実態に即した計画となるよう検証

しながら、体制整備に努めていく考えである。 

また、被災地派遣については、被災地団体のニーズに合わせた支援体制に努

めるとともに、派遣職員の人選にあたっては、本人及び所属等の意向も十分に

踏まえながら、進めているところである。 

加えて、派遣にあたっては、旅費を含む勤務条件等について、派遣先との十
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分な調整を行うとともに、複数名の同時派遣や連絡体制の強化など、メンタルヘ

ルス面も考慮した環境整備に努めているところである。 

 

 (5) 地方公営企業等の労働関係に関する法律第 13条に基づく、苦情処理共同調整

会議は必置義務であり、未設置の場合は早急に設置すること。 

 

    １９７０年（昭和４５年）５月に、「明石市水道事業苦情処理共同調整会議に

関する協約」を貴組合と締結して以来、見直しを行っていなかったが、市長部

局において、２０１２年度（平成２４年度）、新たに「明石市技能労務職苦情処

理共同調整会議」が設置されたことに合わせ、内容を精査した結果、現行協約

を改正し、２０１３年（平成２５年）３月に再締結している。 

 

 (6) 地公法第 57条及び条例・規則で使用されている「単純な労務に従事する職員」    

という差別的言語・表現をただちに廃止するとともに、呼称変更を県、国へ上

申すること。 

 

       水道事業体独自で回答できる事項ではない。 

 

２ 直営堅持及び人員確保について 

 (1) 自治体責任による質の高い公共サービスを実施し、現業職員の技術力やノウ

ハウを継承していくためにも、正規職員の退職・欠員については、会計年度任

用職員等ではなく、新規採用による正規職員で完全補充すること。 

 

    退職者の補充については、原則、正規職員で補充することを第一に、直営で

行うべき業務と民間委託をすべき業務を精査するとともに、毎年度の退職者等

の状況や定年引上げ制度を踏まえ、貴労働組合の意見も聞きながら、現有の業

務体制に支障が生じないよう、職員の適正配置に努める考えである。 

 

(2) 自治体業務の外部委託（指定管理者制度・ＰＦＩ・市場化テスト・包括的第

三者委託）、事業の民営化、地方独立行政法人化、給食センター化・公社化・広

域化・一部事務組合化等の拡大を行わず、直営で公的責任を果たすこと。 

   

包括的第三者委託等水道事業の運営諸形態については、他事業体の動きを注視

しつつ、利用者サービスの向上、業務効率の向上並びにコスト削減効果について

十分な研究を行っていく考えである。 

また、業務委託については、経費削減のみを目的とするものではなく、利用者

サービスの向上を図るという観点を踏まえながら、直営で行う業務と民間活力を

活用する業務を選別する必要があると考えている。 

 



3 

 

(3) 自然災害も含めて緊急出動が必要な業務などについては、危機管理の一環と

して直営による体制を確立すること。また、夜間・休日などについて職員が拘

束されることから緊急呼び出し手当など諸条件の改善により勤務体制を確立す

ること。 

    

    災害等発生時については、危機管理計画等に基づき、直営での体制整備に努

めるとともに、平時の、夜間・休日の緊急修繕業務については、委託契約に基

づき業者が対応しており、直営で緊急修繕に対応するためには、宿日直が必要

となることから、直営体制に戻すことは考えていない。 

    また、緊急呼び出しに対する緊急出勤手当を含めた特殊勤務手当については、

市長部局において類似する業務に対する支給状況を踏まえ、２０１４年（平成

２６年）６月末日をもって廃止したところである。 

    なお、浄水場における緊急時対応については、夜間・休日昼間に加え、２０

２０年度（令和２年度）からは明石川浄水場を、２０２２年度（令和４年度）

からは鳥羽浄水場を終日委託化しており、職員の負担軽減に努めている。 

    

 (4) 偽装請負など法に抵触する委託や、「臨時的かつ短期的なもの、又はその軽易

な業務」という趣旨を逸脱し常用的な業務に対するシルバー人材センター委託

については是正すること。 

 

    法令遵守の認識のもと、適正な委託業務の実施に努めているところである。 

 

 (5) 再任用制度運用にあたっては、希望者全員の雇用確保、定数のあり方、賃金・

労働条件、職種・業務内容などについて労使協議を行い合意に基づき実施する

こと。また、定年引上げが行われる経過期間の再任用職員は定年延長の賃金水

準と均衡のとれた適切な賃金水準を確保すること。 

 

    再任用制度については、全市的な事案として協議を進めていきたいと考えて

いる。 

 

 (6) 労使合意のない一方的な任用替えは行わないこと。 

 

       任用替えを実施する場合は、労使協議を行う必要があると考えている。 

 

 (7) 恒常的・恒久的業務に従事している臨時・非常勤等職員については正規職員

化し、また、会計年度任用職員については、フルタイムを基本とすること。 

 

      職員の任用は、地方公務員法に基づく平等取扱いの原則及び任用の根本基準

等に則って行うべきものであるため、臨時・非常勤等職員を正規職員化するこ
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とはできません。 

    また、水道局ではフルタイムの会計年度任用職員を雇用する予定はありませ

ん。 

 

３ 現業差別賃金等の撤廃と改善について 

  

 (1)～(4) 

  

水道事業体独自で回答できる事項ではない。 

 

 (5) 人材の育成のため、必要な資格取得のための予算措置を講じるとともに有資

格者には資格手当を支給すること。 

 

    人材育成のための研修や講習会等に必要な予算は措置しており、水道事業関

連研修に参加した職員から提出のあった受講報告書等を活用しながら、職員が

計画的に研修を受講できるよう研修環境の整備に努めたいと考えている。 

 

  (6)  特殊勤務手当の減額・廃止は行わないこと。 

     

全庁的な見直しにより、災害対応や感染症防疫業務等にかかるものを除くす

べての特殊勤務手当については、２０１９年（平成３１年）４月から２年間年

次的・段階的に減額したうえで、２０２０年度（令和２年度）末で廃止したと

ころである。 

 

 (7)～(8) 

  

水道事業体独自で回答できる事項ではない。 

 

４ 労働安全衛生について 

(1) 労働基準法・労働安全衛生法、その他関係法に違反する職場実態を直ちにな

くすこと。 

 

     違法な状態があれば、ただちに改善することは当然であると考えている。 

 

(2) すべての事業場に安全衛生委員会を設置し、月１回の安全衛生委員会の開催

や産業医の職場巡視など法令遵守に努め労働安全衛生体制の整備・充実をはか

ること。50 人未満の事業場などで委員会設置が困難な場合は労使対等で運営す

る「安全衛生協議会」を設置すること。 
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労働安全衛生法に基づき、水道局安全衛生委員会を設置し、月 1回の安全衛生

委員会を開催するとともに、産業医による職場巡視を行うなど、法令遵守に努め

ているところである。 

 

(3) 事業主としての安全配慮義務を明確にし、公務中の死亡など不幸な事故が起

きないようにするとともに、過重労働の解消など安全衛生に向けての具体的対策

を行うこと。 

   

公務上の事故については、その発生を未然に防ぐために、安全衛生委員会にお

いて、職場巡視などを行い、事故防止に努めているところである。 

また、２０１４年度（平成２６年度）には外部機関の職場環境改善アドバイザ

ーによる職場巡視を実施し、さらに、２０１５年度（平成２７年度）から２０１

９年度（令和元年度）は、公用車事故防止に向けた取組みとして、「運転適性診

断」を実施するなど、安全衛生対策に努めているところである。 

 

(4) 酸欠・硫化水素中毒事故を未然に防ぐため、職員に酸欠等危険物作業特別教

育を受講させるとともに、各職場でピット内やマンホール内などの「酸欠等危

険場所」及び疑わしい場所を確認し、注意喚起すること。 

 

上記については、必要な職員に対し、酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者技能

講習を受講させ、酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者として職場に配置すること

により、事故防止を図っている。 

また、酸欠等危険場所については注意喚起の表示を行っている。 

 

(5) アスベストに対する健康対策を行うとともに、在職者のみならず退職者も含

め特別健康診断の対象とすること。 

   

２００７年度（平成１９年度）から健康診断において全職員に胸部エックス線

の直接撮影を行っており、退職者についても、石綿管の切断作業等に従事した者

及びアスベストが使用されていた施設に勤務したことのある者で、希望する者に

ついて、職員と同じ検査を実施している。 

 

(6) 熱中症対策として、熱中症対策リーフレット等や予防啓発ビデオ等による熱

中症の予防方法や応急手当等を周知するなどの対策を講じること。 

 

     熱中症対策については、安全衛生委員会を通じた独自事業として熱中症の原

因や予防方法についての講習会の開催やリーフレットの配布など、啓発に努め

ているところである。 
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(7) 熱中症予防対策として空調作業服を貸与するなど対策を講じること。 

 

    熱中症予防として、令和３年度から空調作業服貸与の基準を制定し、必要な

職員に対し貸与するなど対策を講じている。 

    また、令和６年度には猛暑対策として、基準外の職員に対しても空調作業服

を貸与したところである。 

   

(8） ハラスメントに関しては、労働者の仕事への意欲や自信を失わせ、精神疾患

の発症、労働者の人間としての尊厳や人格を侵害する。あらゆるハラスメント

について、その概念の共有化と認識を労使で深め対策・対応に取り組むこと。 

 

    ハラスメントの防止については、全職員に対して研修を実施しているほか、

２０１９年（平成３１年）1月に「職場環境づくりガイドライン－ハラスメント

防止編－」の策定、２０１９年（令和元年）７月に外部弁護士等で構成する「明

石市ハラスメント防止委員会」の設置など、市全体で取り組んでいるところで

ある。 

    また、２０２１年（令和３年）１０月から、職員のハラスメント等に関する

相談窓口である「職場環境づくり相談窓口」について、相談・調査に対する客

観性や透明性を高めるため、ハラスメント防止委員会の意見を聴取する手続き

を追加するなど、体制の充実を図ったところである。 

 

 (9） 2022年の道路交通法改正に伴うアルコールチェックの義務化に関して、当該

事業所において法令順守と適切な運用を行うこと。 

 

    アルコールチェックについては令和５年１２月１日にアルコール検知器によ

る酒気帯び確認を無期限延期とする暫定措置が廃止されたため、改めてアルコ

ール検知器による酒気帯び確認の徹底について周知した。 

なお、今後も引き続きアルコールチェックの徹底を含め、公用車の適正管理

について周知徹底していく。 

 

５ 会計年度任用職員等の労働条件改善について 

 

他部局と調整を図りながら取り組むべき取組事項であると考える。 

 

６ 現業職場の諸要求について 

 

   水道事業独自で回答できる事項ではない。 
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７ 公営企業（上下水道）職場の諸要求について 

(1) 人員について 

①  水道法ならびに下水道法に基づく工事等の監督員資格を有する職員の配

置をすること。 

 

監督員等の資格を取得するには、一定期間の従事年数が必要であることか

ら、人事異動の期間についても考慮する必要があると考えており、引き続き、

資格年限を考慮した人員配置に努める考えである。 

    

②  委託業務の管理監督は市の責任であり、業務状況をチェックできる人員を

確保すること。技術継承をして管理監督ができる職場体制を確保すること。 

 

民間活力の活用が拡大するに伴い、それらを管理監督できる体制の重要性

は増大してくると考える。職員数が漸減する中、人事異動等により業務に問

題が生じることのないように、マニュアル作りや職員の連携を強化し、能力

向上を図る機会の確保等により技術継承を行っていきたいと考えている。 

 

③  将来に向けた事業のあり方を明確にし、事業計画に見合った人員配置や人

材育成を行うこと。 

 

本市水道事業の今後のあり方については、将来にわたり安全・安心な水を

安定かつ効率的に供給し続けるため、２０１６年度（平成２８年度）末に「明

石市水道事業経営戦略」及び、その実行計画である「明石市水道事業中期経

営計画」を策定し、これらの計画等に基づき、円滑な事業の推進に配慮しつ

つ、効率的かつ適正な配置に努めていく考えである。 

また、「明石市水道事業中期経営計画」については、本市水道事業を取り

巻く経営環境の変化に応じ、２０２１年（令和３年）３月に改定したところ

であり、今後も状況に応じ内容を精査しながら柔軟に取り組んでいきたいと

考えている。 

 

④  定年引上げにおいて、水道・下水道職場では、65 歳まで安全で安心して

健康で働き続けられる職場を確保するとともに、技術継承ができるように新

規採用を含めた人員配置を行うこと。 

 

 高齢職員の職場環境の整備については、定年引上げ制度の導入により、高

齢職員が担当する業務のあり方はもとより、職場の安全衛生の確保や公務災

害を防止するための対策を講じていく必要があると認識している。 

そのため、今後の定年引上げに向けた様々な課題検討の中で、国の「高年

齢労働者の安全と健康確保のためのガイドライン」や市長部局の取組を参考
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にするとともに、所属の意見も聞きながら、高齢職員の担当業務について検

討していく考えである。 

 

⑤  適正な入札を行うため、一人の職員に権限を集中させず、権限を分散させ

た人員体制にすること。 

 

     水道局の工事に係る入札については、市長部局契約担当所属の職員を水道

局併任職員として任命し入札を執行している。 

 

(2) 事前協議、労働協約について 

①  定数条例見直し、委託導入や拡大に伴う職員の身分変更などは労働条件・

就業規則の変更を伴うため、必ず労使交渉を行い、合意形成を図ること。 

②  経営形態の変更並びに公営企業職場における「広域化」、「官民連携」、「委

託拡大」などの計画については、労働条件の大幅な変更となることが予想さ

れることから、計画立案の段階から協議交渉を行うとともに、労使合意され

た事項は確認書を交わすこと。 

 

本市水道事業のあり方や、経営戦略などの長期を見据えた計画について   

は、適宜、取組状況等を貴組合へ情報提供している。 

また、民間委託については、直営ですべき業務と民間委託を推進すべき

業務を整理するなど業務を精査したうえで導入を図っているところである。 

なお、労働条件に関する事項については、今後も、貴組合と十分協議を

していく考えである。 

    

(3) 水質検査等について 

①  水道・下水道事業の水質検査については水質の安全確保と運転管理の適正

化をはかるため、事業体として責任のもてる検査体制を確立すること。 

 

水質検査については、２０１０年度（平成２２年度）より民間委託を実施

しているところであるが、検査精度と信頼性を確保するため、神戸市との技

術連携に関する協定による業務連携の一環として、過去には同市が実施する

分析業務に職員が参加するなど広域的な連携を図り、事業体の責任において

水質の安全性が確保できる体制とする考えである。 

 

②  貯水槽水道については飲料水として適正な水であるように公的責任を果

たすこと。 

    

貯水槽水道については、適正に管理されるよう、指導等に努めていく考え

である。 
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(4) 受託業者の労働安全衛生体制の確立について 

 受託後業者の職場についても労働安全衛生体制を確立する必要があることか

ら、受託業者の安全衛生活動での指摘事項のうち、事業体が行う必要のある施

設改善などについては予算措置を行い、改善すること。 

 

 業者と締結する契約においては、関係法令を遵守した業務履行を求めるとと

もに、契約締結後も、受託業者との連絡調整を適宜行いながら、適正な業務執

行に努めているところである。 

 

(5) 耐震補強計画について 

ライフラインは住民の生活に不可欠なものであることから、耐震補強計画は 

根幹的施設を優先的に実施することとし、特に労働者への安全配慮義務の観点

から、有人施設を最優先とすること。 

 

耐震補強工事について、配水場については施工が完了している。今後は、浄

水場の耐震補強を必要に応じ、進めていきたいと考えている。 

 

(6) 災害対応マニュアルについて 

南海トラフ地震または各事業体の甚大な災害を想定した事業継続計画（ＢＣ

Ｐ）や災害対応マニュアルなどを現状の人員体制で再検証を行うこと。 

 

災害時の体制については、「明石市水道局新型インフルエンザ等対策行動計

画」及び「明石市水道局危機管理計画」を策定し、随時、見直しを行うととも

に、加えて、２０１７年度（平成２９年度）には応急給水計画及び水道局事業

継続計画を策定し、さらなる体制整備に努めているところである。 

引き続き、実態に即したマニュアル整備に努め、災害に対する体制を整備す

る考えである。 
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単組独自要求に対する回答 

2024年（令和６年）１０月１５日 

 

１ 2025年度（令和７年度）の水道局の体制について、協約を締結すること。 

 

（回答） 

令和７年度体制については、今年度の体制の検証や今後の業務内容等を精査しな

がら、より効率的な組織体制を検討しているところである。 

なお、職員配置については、管理運営に属する事項であり、協約の対象ではない

が、次年度体制の考え方については、説明すべき事項は十分説明していく考えであ

る。 

 

２ 経営戦略の目標を達成でき、技術の継承、非常時の対応、他都市への応援ができ

る人員を配置すること。必要な場合は、増員をすること。 

 

（回答） 

本市水道事業では、将来にわたり安全・安心な水を安定かつ効率的に供給し続け

るため、２０１６年度（平成２８年度）末に策定した「明石市水道事業経営戦略」

及び、その実行計画として２０２１年（令和３年）３月に改定した「明石市水道事

業中期経営計画」に基づき、着実に経営の改善を図っていく所存である。 

技術の継承については、課制の廃止により、水道局内において職員が相互に連携

を図れる体制へと変更しているほか、研修機会の確保など、知識習得の機会確保に

努めている。 

一方で、非常時の対応や他都市への応援ができる人員配置等については、全庁的

な総人件費抑制の取組方針の下で、容易に配置できる状態ではないが、円滑な事業

の推進に配慮しつつ、職員の負担軽減のため、一層の民間委託の活用を図るととも

に、再任用職員及び任期付職員を活用するほか、本市水道事業の在籍経験がある退

職者を協力員として応援を求める制度の活用など、総合的な見地から人員配置に努

めていきたい。 

 

３ 各担当・係ごとに現在の業務量に応じた人員を配置すること。 

 

（回答） 

  全庁的な取組として総人件費抑制に努めている状況の下、職員配置等の業務執行

体制については、所管事務の見直しや、直営ですべき業務と民間委託を推進すべき

業務を精査するとともに、業務内容を勘案したうえで、業務量に応じ再任用職員や

任期付職員を活用するなど、総合的な見地から、職員配置に努める考えである。 

４ 管理職が係員の労働時間の状況を把握し、特定の職員に時間外勤務等の負担が偏

らないよう職場環境を整えること。 
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（回答） 

職員の健康の保持・増進や仕事と家庭の両立を推進するため、各所属において、

職員の労働時間や年次休暇取得状況を随時確認し、36協定の遵守に努めているとこ

ろである。 

また、一時的に業務量が増大する職場には局内での応援や臨時職員を配置するな

ど、特定の所属や職員に負担が偏らないよう対策を講じているところである。 

 

５ 退職者については、行政職員で補充をすること。 

 

（回答） 

退職者の補充については、原則、正規職員で補充することを第一に、直営で行う

べき業務と民間委託をすべき業務を精査するとともに、毎年度の退職者等の状況や

定年引上げ制度を踏まえ、貴労働組合の意見も聞きながら、現有の業務体制に支障

が生じないよう、職員の適正配置に努める考えである。 

   

６ 技能労務職員の新規採用をすること。 

 

（回答） 

  技能労務職の今後のあり方については、令和５年３月に取り交わした「技能労務

職員の今後のあり方に関する確認書」のとおり、原則として退職者不補充を方針と

して進めるが、必要に応じて技術職員等を配置するなど、水道局全体で、知識や技

能を継承する体制を確立する考えである。 

 

７ 行政職員に過度の負担がかからないよう、再任用職員・任期付職員等との比率を

考慮した人員配置、業務分担をすること。 

 

（回答） 

  全庁的な取り組みとして、人員配置については業務内容や業務量の精査を行いな

がら、再任用職員及び任期付職員の活用に努めているところである。 

  引き続き、業務内容や円滑な事業の推進に配慮し、再任用職員及び任期付職員と

の比率を含め、効率的かつ適正な配置及び業務分担に努めていく考えである。 
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８ 事前協議に関する協定に基づき、団体交渉事項については組合と協議をすること。

また、地公企労法に基づき、確認事項や妥結事項については文書による協約・協定

を締結すること。 

 

（回答） 

  地方公営企業等の労働関係に関する法律第７条の規定により、管理及び運営に関

する事項を除いた労働条件に関することは、貴組合と十分協議を行っているところ

である。 

また、交渉時の確認事項や妥結事項については、２０１６年度（平成２８年度）

から協議のうえ、締結しているところであり、今後もこの方針に変わりはない。 

 

９ 災害時における危機管理体制の確立に努めること。職員の出動計画を実情に合わ

せて毎年作成し、職員に周知徹底すること。被災地への派遣などについては職員の

労働条件など労使合意を前提に進めること。 

 

（回答） 

  ２０１８年度（平成３０年度）の全庁的な事業継続計画の見直しに合わせ、水道

局内においても非常時優先業務や受援対象業務の選定をしている。 

災害時における職員の参集等にかかる実情の確認については、危機管理職場リー

ダー会議（以下「リーダー会議」という。）を活用して取り組み、災害時の人員配

置等について、より実態に即した計画となるよう検証しながら体制を整備するとと

もに局内周知に努めていきたいと考えている。 

また、被災地派遣については、被災地団体のニーズに合わせた支援体制に努める

とともに、派遣職員の人選にあたっては、本人及び所属等の意向も十分に踏まえな

がら、進めているところである。 

  加えて、派遣にあたっては、旅費を含む勤務条件等について、派遣先との十分な

調整を行うとともに、複数名の同時派遣や連絡体制の強化など、メンタルヘルス面

も考慮した環境整備に努めているところである。 

 

10 「給水装置窓口業務委託」について協議すること 

 

（回答） 

  給水装置窓口業務については、令和４年４月に水道局より提示した「令和５年度

からの給水関連業務について」を基本とし、令和６年９月３０日に提供した資料の

とおり取組を進めいているところであり、協議すべき事項については、十分協議し

ていく考えである。 
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11 企業職（２表）賃金については、企業職（１表）の賃金表と同一水準を堅持する

こと。 

 

（回答） 

技能労務職員の給与については、同種の民間事業者の従事者に比べ高額であると

の厳しい批判があるところであり、今後においては、国における同種の職種の給与

や、民間の同種の職種に従事する者との均衡にも留意し、市長部局と整合性を図り

ながら、適正化していかなければならないと考えている。 

 

12 以下の施設改善をすること。 

   公用車の安全性向上等 

 

（回答） 

公用車については、これまでも申し上げているとおり、今後新車購入時には必要

な装置を設置するなど、安全性の向上を図る考えである。 

また、当面買い替え予定のない既存の車両へはドライブレコーダーを順次設置し

ていく予定である。 

 

13 被服等について組合と協議すること。 

 

（回答） 

被服貸与については、消防本部を除く他部局では統一を図っていることから、異

動時の効率化を踏まえ、引き続き、統一した被服で進めていきたいと考えている。 

なお、協議すべき事項については、十分協議していく考えである。 

 

14 熱中症対策をすること。 

 

（回答） 

夏場の炎天下における労働環境への対策として、令和３年度から、水道施設内外

での作業を伴う職員に対し空調服の貸与を導入し、令和６年度には猛暑対策として

基準外の職員に対しても空調服を貸与したところである。今後は他部局との均衡を

図りながら貸与対象者について検討していく考えである。 

熱中症対策については、今後も引き続き水道局職員安全衛生委員会等で検討する

とともに、情報提供を行っていく考えである。 
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15 上下水道統合について、組合と協議すること。 

 

（回答） 

組織の統合については管理運営事項であるが、示せる事項については情報提供を

行っていく考えである。 

 

 


